
上田市の財務書類（概要版）

（平成 27年度決算）

平成 29年 3月

上田市 財政部 財政課



欠番



平成27年度 上田市の財務書類（普通会計）の概要

上田市では、これまで整備してきた資産や借入金などの負債といったストック情報や行政サービス提供のために発生したコスト情報などを

総合的に把握し、企業会計的な手法を取り入れた「新地方公会計制度」に基づく財務書類を総務省方式改定モデルで作成しました。

公共資産が増加したことから資産が増加しました。また、地方債残高が減少したことから将来世代の負担である負債は減少しました。

経常的な収入（財源調達（市税、補助金など））がコストを上回っているため収入の範囲内で行政サービスを提供できていることがわかり

ます。

貸借対照表

1年間の資金の増減を性質別に表しています。

資金が1年間で 3億円増加し、期末残高が 27

億円になりました。期末残高27億円を翌年度

以降の財源として繰り越しています。

期首資金残高 24億円

当期収支

【内訳】

①経常的収支

②公共資産整備収支

③投資・財務的収支

3億円

137億円

△28億円

△106億円

期末資金残高 27億円

行政コスト計算書

純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の1年間の変動額を表しています。

純資産は、1年間で11億円増加し、期末残高が2,209億円になりました。

市税などの経常的な一般財源が純経常行政コストを上回っているため純

資産が増加しました。

資金収支計算書

1年間の行政サービスにかかったコストと

財源を表しています。

27年度のコスト総額は541億円です。

使用料や負担金などの受益者負担は 23 億

円です。差引の純経常行政コストは518億円

となっています。

保有している資産と債務を対照表示した一覧表です。

上田市では 3,017億円の資産を形成してきました。そのうち、純資産である 2,209億円は

過去及び現世代の負担で既に支払いが済んでおり、負債である 808億円は将来の世代が負担

していくことになります。 平成28年3月31日現在

資産 3,017億円

【これまでに形成された資産】

負債 808億円

【将来世代の負担】

①公共資産（学校、道路、公園など） 2,738億円

②投資等（基金、出資金など） 157億円

③流動資産（現金など） 122億円

（うち歳計現金） （27億円）

①地方債 694億円

②退職手当・賞与引当金 114億円

純資産 2,209億円

【過去及び現世代の負担】

普通会計のポイント ～ 健全財政を維持 ～

経常行政コスト 541億円 経常収益 23億円

①人にかかるコスト（人件費など） 94億円

②物にかかるコスト（物件費など） 158億円

③移転支出的なコスト（社会保障給付など） 282億円

④その他のコスト （支払利息など） 7億円

①使用料など 15億円

②負担金など 8億円

純経常行政コスト 518億円

（市税などの一般財源）

期首純資産残高 2,198億円

当期変動高

【内訳】

①純経常行政コスト

②財源調達（市税、補助金など）

11億円

△518億円

529億円

期末純資産残高 2,209億円

年度末時点で市がどのような資産を持っている

か、また、その資産をどのように手にいれたのか

を表すものです。

貸借対照表の左側（借方）、資産の部に計上されて

いる現金をその支出の性質から３つに分けて現金の

変動を表すものが、資金収支計算書です。

純資産額が前年度末（期首）に比べ、どのように

変動したかを示したものが純資産変動計算書です。

市が提供した行政サービスにどれだけ費用（コス

ト）がかかり、それをどのような収入でまかなった

のかを表すもので、コスト情報について確認するこ

とができます。

コスト全体から使用料など行政サービスを利用

した方の負担額を差し引いた額を示しています。

サービスを利用した方が支払う使用料や手数料

などを表しています。

公共資産整備収支と投資・財務的収支

は赤字となっており、その赤字分を経

常的収支の黒字分で補っていること

がわかります。

資産の部では、市が持っている道路や学校などの

「今の価値」をお金で表しています。

負債の部と純資産の部は、資産をどのように手

に入れたのかを財源ごとに一覧にしたものです。

また、負債とは地方債など、将来現金が出て行

くことを表しているもので、将来世代の負担とい

えます。

純資産の部は、貸借対照表の右側（貸方）の下部

に表示され、その左側（借方）の資産を取得する際

の財源を表し負債以外の財源を表しています。

これまでの世代の負担といえます。

○ これまでに形成された資産 3,017億円（前年比1億円増）

○ 将来世代が負担する債務 808億円（前年比10億円減）

○ 過去及び現世代の負担済み額 2,209億円（前年比11億円増）

○ 行政サービスにかかったコスト 518億円（前年比10億円減）

○ 次年度への繰越金 27億円（前年比3億円増）



上田地域広域連合

長野県後期高齢者医療広域連合

長野県地方税滞納整理機構

上田市長和町中学校組合

依田窪医療福祉事務組合（2会計）

上田市東御市真田共有財産組合

青木村及び上田市共有財産組合

上田市土地開発公社

一般財団法人上田市地域振興事業団

丸子温泉開発（株）

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

駐車場事業特別会計

市街地再開発事業特別会計

真田有線放送電話事業会計

産婦人科病院事業会計

水道事業会計

公共下水道事業会計

農業集落排水事業会計

一般会計

土地取得事業特別会計

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計

社会福祉授産事業特別会計

武石診療所事業特別会計

平成27年度 上田市の財務書類（連結）の概要

上田市では、普通会計のほか、企業会計や広域連合、土地開発公社などと連携協力して行政サービス
を実施しています。そこで、これらの会計・団体を一つの行政サービス実施主体と捉えた連結財務書類
を作成しました。

連結範囲

上田市が保有している資産と債務を対照表示した一覧表です。

上田市では4,824億円の資産を形成してきました。そのうち、純資産である3,232億円は、

過去及び現世代の負担で既に支払いが済んでおり、負債である1,592億円は将来の世代が負担

していくことになります。 平成28年3月31日現在

資産 4,824億円

【これまでに形成された資産】

負債 1,592億円

【将来世代の負担】

①公共資産（学校、道路、公園など） 4,391億円

②投資等（基金、出資金など） 181億円

③流動資産（現金など） 252億円

（うち資金） （237億円）

①地方債 1,401億円

②引当金（退職手当引当金など）149億円

③その他（未払金など） 42億円

純資産 3,232億円

【過去及び現世代の負担】

期首純資産残高 3,257億円

当期変動高

【内訳】

①純経常行政コスト

②財源調達（市税、補助金など）

△25億円

△713億円

688億円

期末純資産残高 3,232億円

1年間の資金の増減を性質別に表しています。

資金は、1 年間で 3 億円減少し、期末残高が

237億円になりました。期末残高237億円を翌

年度以降の財源として繰り越しています。

期首資金残高 240億円

当期収支

【内訳】

①経常的収支

②公共資産整備収支

③投資・財務的収支

△3億円

159億円

△42億円

△120億円

期末資金残高 237億円

連結貸借対照表

連結行政コスト計算書

連結純資産変動計算書

連結資金収支計算書

貸借対照表の純資産の1年間の変動額を表しています。

純資産は、1年間で25億円減少し、期末残高が3,232億円になりまし

た。行政コストが市税などの経常的な一般財源を上回っているため純資

産が減少しました。

1 年間の行政サービスにかかったコストと

財源を表しています。

27年度のコスト総額は1,099億円です。

使用料や負担金などの受益者負担は 386 億

円です。差引の純経常行政コストは 713 億円

となっています。

経常行政コスト 1,099億円 経常収益 386億円

①人にかかるコスト（人件費など） 129億円

②物にかかるコスト（物件費など） 262億円

③移転支出的なコスト（社会保障給付など） 672億円

④その他のコスト （支払利息など） 36億円

①使用料など 232億円

②保険料など 78億円

③事業収益など 76億円

純経常行政コスト 713億円

（市税などの一般財源）

連結（5会計＋10会計＋11会計）

上田市全体（5会計＋10会計）

普通会計（5会計）



H27主な財政指標（普通会計）

　　分析の視点 　　指　標

市民一人当たり資産額 1，９３２ 千円

歳入額対資産比率　※1 ４．２ 年 （平均値 ３～７年）

有形固定資産減価償却率　※2 ５２．０ ％ （平均値 ３５～５０％）

行政コスト対税収等比率　※6 ９７．３ ％ （平均値 ９０～１１０％）

受益者負担比率　※7 ４．３ ％ （平均値 ２～８％）

指標の説明

　※3　社会資本形成の世代間負担比率　　 ……

注）　上記指標及び平均的な値の範囲は、「新地方公会計制度の徹底解説」（監査法人トーマツ編著）から抜粋

将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

将来世代と過去及び現世代との負担の
分担は適切か

過去及び現世代負担比率　※3

将来世代負担比率　※3

８０．７

２５．４

％

％

.

１０～３０％）

５０～９０％）

１５～４０％）

財政に持続可能性があるのか
（どれくらい借金があるのか）

市民一人当たり負債額

地方債の償還可能年数　※4

５１８

６．８

千円

年

.

（平均値

.

３～９年）

（平均値

（平均値

行政サービスは効率的に提供されているか
市民一人当たり行政コスト

行政コスト対公共資産比率　※5

３３１

１９．８

千円

％

.

（平均値

資産形成を行う余裕はどのくらいあるのか

歳入はどれくらい使用料等で賄われている
か（受益者負担の水準）

　※1　歳入額対資産比率　　 …………………… 歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを表す。

　※2　有形固定資産減価償却率　　 …………… 土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却の割合から、耐用年数に比して取得からどの程度経過しているかを表す。

　※7　受益者負担比率　　 ……………………… 経常行政コストに対する受益者負担（経常収益）の割合を表す。

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産及び地方債残高の割合から、過去及び現世代と将来世代の割合を表す。

　※4　地方債の償還可能年数　　 ……………… 当年度末の地方債残高を、経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済できるかを表す。

　※5　行政コスト対公共資産比率　　 …………… 経常行政コストの公共資産に対する割合から、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけのサービス
を提供しているかを表す。

　※6　行政コスト対税収比率　　………………… 純経常行政コストに対する一般財源等の割合から、当年度に行われた行政サービスについて、どれだけが当年度の負担で賄われたのかを表す。

資産形成度

持続可能性

世代間公平性

効率性

弾力性

自立性
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